
 
 
 
 
 
 
 

年金記録訂正請求に係る答申について 
東北地方年金記録訂正審議会 

平成２７年８月６日答申分 

 

 

  ○答申の概要 

    （１） 年金記録の訂正の必要があるとするもの １件 

         厚生年金保険関係 １件 

    （２） 年金記録の訂正を不要としたもの ９件 

         国 民 年 金 関 係 ３件 

         厚生年金保険関係 ６件 



 

厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1500111 号 

厚生局事案番号 ： 東北（厚）第 1500020 号 

 

第１ 結論 

請求期間①について、請求者のＡ社における賞与支払年月日を平成 15 年 12 月

17 日、標準賞与額を 21万 2,000 円に訂正することが必要である。 

請求期間②について、請求者のＡ社における賞与支払年月日を平成 16 年７月 20

日、標準賞与額を 18万 4,000 円に訂正することが必要である。 

請求期間①及び②の標準賞与額については、厚生年金保険の保険給付及び保険料

の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」という。）第１条第５項の

規定により、保険給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要で

ある。 

事業主は、請求者に係る請求期間①及び②の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 平成 15 年 12 月頃 

② 平成 16 年７月頃 

私は、Ａ社から請求期間①及び②の賞与が支給され、厚生年金保険料が控除さ

れていたので、調査の上、当該賞与を記録し、年金額に反映してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求期間①及び②について、Ａ社から提出された請求者に係る平成 15 年分及び

平成 16 年分の給与所得に対する所得税源泉徴収簿により、請求者は、請求期間①

及び②において事業主から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金特例法に基づき、標準賞与額を改定又は決定し、記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び請

求者の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標

準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 



 

したがって、請求期間①及び②に係る標準賞与額については、上記の源泉徴収簿

により算出される賞与額及び厚生年金保険料控除額から、請求期間①は21万 2,000

円、請求期間②は 18万 4,000 円とすることが必要である。 

また、請求期間①及び②に係る賞与支払年月日については、上記の源泉徴収簿の

記載から、請求期間①は平成 15 年 12 月 17 日、請求期間②は平成 16 年７月 20 日

とすることが妥当である。 

なお、請求者に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、請求期間①及び②の賞与に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して

行っておらず、また、当該賞与に係る保険料についても納付していなかったことを

認めていることから、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



 

厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1500069 号 

厚生局事案番号 ： 東北（国）第 1500013 号 

 

第１ 結論 

昭和 36年 12 月から昭和 37 年３月までの請求期間、昭和 38 年１月から同年３月

までの請求期間、昭和 39 年１月から同年３月までの請求期間、昭和 40年１月から

同年３月までの請求期間、昭和 41年１月から同年３月までの請求期間、昭和 42 年

１月から同年３月までの請求期間、昭和 43 年１月から同年３月までの請求期間、

昭和 44 年１月から同年３月までの請求期間、昭和 45 年１月から同年３月までの請

求期間、昭和 46 年１月から同年３月までの請求期間、同年 12 月から昭和 47 年３

月までの請求期間、同年 12 月から昭和 48 年３月までの請求期間、同年 12 月から

昭和 49 年３月までの請求期間、同年 12 月から昭和 50 年３月までの請求期間、同

年 12 月から昭和 51 年３月までの請求期間、同年 12 月から昭和 52 年３月までの請

求期間、同年 12 月から昭和 53 年３月までの請求期間及び昭和 61 年１月から同年

３月までの請求期間については、国民年金保険料を納付した期間に訂正することを

認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 昭和 36 年 12 月から昭和 37 年３月まで 

             ② 昭和 38年１月から同年３月まで 

             ③ 昭和 39年１月から同年３月まで 

             ④ 昭和 40年１月から同年３月まで 

             ⑤ 昭和 41年１月から同年３月まで 

             ⑥ 昭和 42年１月から同年３月まで 

             ⑦ 昭和 43年１月から同年３月まで 

             ⑧ 昭和 44年１月から同年３月まで 

             ⑨ 昭和 45年１月から同年３月まで 

             ⑩ 昭和 46年１月から同年３月まで 

             ⑪ 昭和 46年 12 月から昭和 47 年３月まで 



 

             ⑫ 昭和 47年 12 月から昭和 48 年３月まで 

             ⑬ 昭和 48年 12 月から昭和 49 年３月まで 

             ⑭ 昭和 49年 12 月から昭和 50 年３月まで 

             ⑮ 昭和 50年 12 月から昭和 51 年３月まで 

             ⑯ 昭和 51年 12 月から昭和 52 年３月まで 

             ⑰ 昭和 52年 12 月から昭和 53 年３月まで 

             ⑱ 昭和 61年１月から同年３月まで 

私は、昭和 35 年から平成 10 年頃までの間、毎年４月から 12 月頃までＡ事業

所に勤務し、定員の関係で冬期は休職していた。同事業所の職員から、休職中は

国民年金に加入することを勧められ、Ｂ町（現在は、Ｃ町）の役場で、毎年 12

月か１月頃に国民年金に加入する手続を行い、納付する手間を考えて、休職期間

中の国民年金保険料を一括で納付していた。 

それにもかかわらず、請求期間①から⑰までの国民年金保険料が未納となって

おり、また、毎年国民年金に加入する手続を行っていたにもかかわらず、請求期

間⑱は国民年金に加入していない期間となっている。 

請求期間①から⑱までについて、国民年金保険料を納付していたはずなので、

調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者は、請求期間①から⑱までについて、Ａ事業所における雇用期間終了後、

その都度国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付していたと主張してい

る。 

しかしながら、請求期間①から⑮までについて、国民年金手帳記号番号払出簿に

よれば、請求者から提出された国民年金手帳の記号番号は昭和 53年８月 31 日にＢ

町に対して払い出されていることが確認できる上、同払出簿において、当該記号番

号以外に請求者に係る国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は確認できない

ことから、請求者は、当該記号番号が払い出された昭和 53 年８月頃までは国民年

金に加入しておらず、請求期間①から⑮までの国民年金保険料を納付することはで

きなかったものと推認される。 

また、上記国民年金手帳記号番号がＢ町に払い出された昭和 53 年８月 31日時点

において、請求期間①から⑮までの国民年金保険料は、制度上、時効により納付す

ることはできない。 

請求期間⑯及び⑰について、請求者は、上記国民年金手帳記号番号が払い出され

た時点で当該期間の国民年金保険料を過年度納付することは可能であったが、請求

者に係るＢ町の国民年金被保険者台帳によれば、当該期間の保険料が納付された記

録は見当たらず、オンライン記録と一致する。 



 

請求期間⑱について、上記被保険者台帳及びオンライン記録によれば、請求者が

国民年金に加入した記録は見当たらず、制度上、当該期間の国民年金保険料を納付

することはできない。 

これら請求内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

請求者が請求期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1500072 号 

厚生局事案番号 ： 東北（国）第 1500014 号 

 

第１ 結論 

昭和 62 年７月から昭和 63 年９月までの請求期間については、国民年金保険料を

納付した期間に訂正することを認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 昭和 62年７月から昭和 63 年９月まで 

Ａ社会保険事務所（当時）から「国民年金集合徴収（年金相談）案内状」が郵

送されてきたことから、平成２年 11 月頃、母親が同事務所へ行き、私の国民年

金保険料の未納期間のうち請求期間の保険料をその場で現金納付し、請求期間以

外の未納期間の保険料は、後日郵送される納付書により銀行で納付するように言

われたと聞いている。その際、同事務所の担当職員から「今、本日納付した保険

料の領収書は出せないが、納付書が届いたら間違いなく今回納付した証拠となり、

未納期間は納付済期間になる。」旨言われたことを母親が記憶しているのに、請

求期間が未納となっているのは納得できないので、調査の上、記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 判断の理由 

Ｂ町の国民年金手帳記号番号払出簿によると、請求者の国民年金手帳記号番号は

平成２年８月 28 日に払い出されていることが確認できる上、請求者に対して払い

出された国民年金手帳記号番号の前後の番号で、二十歳到達等により被保険者資格

を取得した者の被保険者資格取得年月日から、請求者の国民年金の加入手続は同年

８月頃に行われたと考えられ、この時点で請求期間のうち昭和 62 年７月から昭和

63 年６月までの国民年金保険料は時効により納付することができない。 

また、請求者の国民年金保険料を納付したとする請求者の母親は、平成２年 11

月頃にＡ社会保険事務所で請求期間の保険料を納付したとしているところ、当該時

点で請求期間の保険料は時効により納付することができない。なお、請求者が提出



した昭和 63 年 10 月から平成２年３月までの期間に係る国民年金保険料の「納付

書・領収証書」（以下「納付書」という。）によると、同納付書の発行日は同年 11

月 14 日であることが確認でき、当該発行日時点において保険料の納付が可能な期

間の納付書が発行されていることから、同事務所では、請求者の母親が保険料納付

の相談を行った際に、時効により保険料を納付できない請求期間を含む未納期間を

除いた期間の納付書を発行したと考えるのが自然である。 

さらに、請求者に係るＢ町の国民年金保険料納付記録連絡票及びＣ市の国民年金

被保険者名簿（ＣＳＶデータ）によると、いずれも請求期間の国民年金保険料は未

納と記録されており、オンライン記録と一致している。 

加えて、請求者に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかが

わせる事情が見当たらない上、請求者が請求期間について国民年金保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに請求期間につ

いて、請求者の保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

これら請求内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、 

請求者が請求期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは出来ない。 

 

 



 

厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1500073 号 

厚生局事案番号 ： 東北（国）第 1500015 号 

 

第１ 結論 

平成９年５月から平成 13 年６月までの請求期間については、国民年金保険料を

納付した期間に訂正することを認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成９年５月から平成 13年６月まで 

平成 10 年から平成 13年頃、自宅において、Ａ町（現在は、Ｂ市）の役場から

国民年金保険料の集金に来たという男女二人に、「今、国民年金保険料を納付し

なければ、将来、年金がもらえなくなる。」と言われ、現金 20 万円から 30 万円

ほどを妻に手渡し、妻が集金人に請求期間の保険料を一括で納付した。請求期間

直前の平成９年４月の保険料だけが納付されており、請求期間の保険料が納付さ

れていないことになっているのは不自然なので、調査の上、記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 判断の理由 

請求者は、平成 10 年から平成 13年頃に、Ａ町役場から男女二人が国民年金保険

料の集金のために自宅に来たとしているところ、Ｂ市は、請求期間当時、Ａ町では、

集金人が国民年金被保険者の自宅に出向いて保険料の収納業務を行っていた旨回

答しており、保険料の納付方法については請求者の主張と符合する。 

しかしながら、Ｂ市は、請求期間当時、国民年金保険料の収納業務を行っていた

集金人の氏名等の記録は残っていないとしていることから、請求者の主張を裏付け

る関連資料や証言等を得ることができない。 

また、請求期間に係る国民年金保険料を納付したとする請求者の妻は既に亡くな

っており、その証言を得ることができない。 

さらに、請求者は、請求期間の国民年金保険料を納付した時期について記憶が曖

昧であり、「国民年金保険料を納付した際に受け取った領収書は、災害により消失



 

してしまった。」と述べている上、Ｂ市は、請求者の国民年金被保険名簿（紙名簿）

は無いとしていることから、請求期間の国民年金保険料を納付したとする時期及び

その保険料額を特定することはできない。 

加えて、請求者は、Ａ町役場の集金人に請求期間の国民年金保険料を一括で納付

したとしているところ、制度上、過年度分の保険料は市町村では取り扱えないこと

から、Ａ町において、請求期間の保険料（50 か月分）を一括して納付することは

できない。 

加えて、請求者が請求期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに請求期間について、請求者の保険料が納

付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら請求内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

請求者が請求期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



 

厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1500012 号 

厚生局事案番号 ： 東北（厚）第 1500021 号 

 

第１ 結論 

請求期間①について、請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年

月日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

請求期間②について、請求者のＢ社Ｃ部署における厚生年金保険被保険者資格の

取得年月日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏        名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 昭和 48 年３月６日から同年４月 20日まで 

                        ② 昭和 48年 11 月５日から昭和 49年４月 20 日まで 

    私は、請求期間①についてはＡ社のＤ工場、請求期間②についてはＢ社（厚生

年金保険の適用事業所名は、Ｂ社Ｃ部署）に季節労働で勤務していたにもかかわ

らず、厚生年金保険の加入記録が無いので、各請求期間について厚生年金保険の

被保険者期間として記録し、年金額に反映してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求期間①について、請求者が一緒に出稼ぎに行ったとする同僚の証言から、期

間の特定はできないものの、請求者はＡ社Ｄ工場に勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、Ａ社は、保存期限の経過により請求期間①当時の資料は残ってい

ないと回答しており、請求者の勤務実態、厚生年金保険料の控除等について確認す

ることができない。 

また、請求者は、「昭和 48 年４月からはＥ業に就くつもりでいたので、Ａ社Ｄ工

場の雇用期間は、契約当初から高校卒業直後の約１か月半の季節労働であった。」

と述べており、厚生年金保険の被保険者となる要件を満たしていなかったことがう

かがえる。 

さらに、請求者は、一緒に出稼ぎに行ったとする同僚が所持するＦ厚生年金基金

から送付されてきたとする書類を提出し、「自分も同様の書類を退職後間もなく受



 

 

 

 

け取ったが、無くしてしまった。」旨述べているところ、オンライン記録によれば、

当該同僚についてもＡ社に係る厚生年金保険の加入記録は確認できない。 

加えて、Ａ社Ｇ部署は、資料の保存期限が経過したため請求者のＦ厚生年金基金

への加入については不明であるが、現在、加入者記録を管理している電子データで

は、請求者の氏名は確認できないとしている上、企業年金連合会においても、同連

合会が管理している請求者の記録にＦ厚生年金基金の加入記録は無い旨回答して

いる。     

請求期間②について、雇用保険の加入記録及び請求者が記憶する複数の同僚の証

言から、請求者は、Ｂ社Ｃ部署に勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、商業登記簿によれば、Ｂ社は平成 20 年４月１日にＨ社（現在は、

Ｉ社）に合併し解散しているところ、Ｂ社Ｃ部署の事業を承継しているＩ社Ｊ部署

は、請求期間②当時の資料は無いと回答しており、請求者の勤務実態、厚生年金保

険料の控除等について確認することができない。 

また、請求者が記憶する同僚６人に照会を行ったところ、回答があった５人のう

ち、請求期間②当時にＢ社Ｃ部署に季節労働者として勤務していたとする４人につ

いても請求期間②に係る厚生年金保険の加入記録は確認できない上、当該４人のう

ち３人は、請求者と同様に請求期間②の後の昭和 49 年 10 月又は同年 11 月から勤

務した期間については、同社Ｃ部署における厚生年金保険の加入記録が確認できる。

また、回答があった５人のうち１人は、請求期間②当時は同社Ｃ部署に勤務してい

ないが、昭和 49年 10 月及び昭和 50 年 10 月からの半年間は季節労働者として勤務

したと回答しているところ、いずれの期間も厚生年金保険の加入記録が確認できる。

以上のことから、同社Ｃ部署では、請求期間②当時は、季節労働者を厚生年金保険

に加入させていなかったことがうかがえる。 

さらに、Ｋ企業年金基金は、請求者のＬ厚生年金基金の加入期間は、昭和 49 年

10 月 21 日から同年 12月 28 日までの期間のみであり、請求期間②における加入記

録は確認できないと回答しており、オンライン記録と一致している。 

このほか、請求者の請求期間①及び②における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者

が厚生年金保険被保険者として請求期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1500017 号 

厚生局事案番号 ： 東北（厚）第 1500022 号 

 

第１ 結論 

請求期間について、請求者のＡ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険被保険

者資格の取得年月日の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏        名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 昭和 30年４月１日から同年７月１日まで 

    私は、昭和 30年３月に中学校を卒業し、同年４月から昭和 33年６月までＡ社

に勤務したにもかかわらず、請求期間の厚生年金保険の加入記録が無いので、昭

和 30 年４月１日を被保険者資格取得年月日として記録を訂正し、年金額に反映

してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者の同僚の回答から、請求者は、入社時期の特定はできないものの、中学校

を卒業して間もなくＡ社に入社し、勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、Ｂ社は、「請求期間当時の資料は残っていない。」旨回答している

上、当時の事業主も既に亡くなっていることから、請求者に係る勤務実態、厚生年

金保険料の控除等について確認することができない。 

また、請求者は、請求期間当時、請求者がＡ社において厚生年金保険に加入して

いた旨が記載された書面に同僚が署名押印した資料を提出し、請求期間当時も厚生

年金保険に加入していた旨述べているところ、当該同僚は、「請求者が作成した書

面の内容を確認し、特に間違った内容ではないと思ったので、その書面に署名押印

を行ったが、私は社会保険、経理等の業務に関与していなかったので、請求者の給

与から厚生年金保険料が控除されていたかなどの詳細については分からない。」旨

陳述していることから、請求者が請求期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたか否かについては確認できない。 

さらに、Ｂ社は、請求期間当時は、試用期間３か月を経てから厚生年金保険に加



 

入させていた旨回答している上、請求期間にＡ社において厚生年金保険に加入して

いる者で所在が確認できた４人に照会し、回答があった２人のうち１人は、請求期

間当時は見習期間があり、当該期間は厚生年金保険に加入していなかったと思う旨

陳述している。 

加えて、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿によると、請求者に同記号番

号が払い出されたのは昭和 30 年７月 19日であり、Ａ社における被保険者資格取得

年月日は同年７月１日であることが確認できる上、健康保険厚生年金保険事業所別

被保険者名簿及び厚生年金保険被保険者台帳においても、請求者の被保険者資格取

得年月日は同年７月１日であることが確認できる。 

このほか、請求者の請求期間における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は無い。  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者

が厚生年金保険被保険者として請求期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1500022 号 

厚生局事案番号 ： 東北（厚）第 1500023 号 

 

第１ 結論 

請求期間①について、請求者のＡ事業所における厚生年金保険被保険者資格の喪

失年月日の訂正を認めることはできない。 

請求期間②について、請求者のＢ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失年

月日の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 昭和 41 年９月１日から昭和 42 年５月１日まで 

             ② 昭和 45年１月 11 日から昭和 49 年４月１日まで 

   私は、昭和 40 年３月１日から昭和 43 年６月 30 日まではＡ事業所、同年７月

１日から昭和 50 年８月９日まではＢ社に退職することなく継続して勤務してい

たが、請求期間①及び②の厚生年金保険被保険者記録が欠落している。 

請求期間②当時に勤務していたＢ社の同僚が年金記録確認第三者委員会に申

立てをしたので、その同僚から話を聞き、請求期間①のＡ事業所の記録も含めて

調査の上、厚生年金保険の記録を訂正し、年金額に反映してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求期間①について、Ａ事業所は昭和 53 年５月１日に厚生年金保険の適用事業

所ではなくなっている上、同事業所の元事業主は既に死亡しており、請求期間①当

時の厚生年金保険の届出及び納付状況について確認することができない。 

また、Ａ事業所に係る事業所別被保険者名簿によれば、請求者は、昭和 40 年３

月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得後、昭和 41 年９月１日に同資格を喪失

していることが確認できる上、請求者は同事業所で昭和 40 年３月１日に取得した

厚生年金保険被保険者記号番号とは別の記号番号で、昭和 42 年５月１日に同事業

所に係る被保険者資格を再度取得しているところ、当該記録はオンライン記録と一

致し、不自然な訂正等も見当たらない。 



 

さらに、請求者の妻は「子供（昭和 42 年＊月生まれ）が生まれる前後の期間、

夫はＡ事業所を一旦退職し、他の事業所に１年ぐらい勤務した後、再びＡ事業所に

勤務した。」と陳述している。 

このほか、請求者の請求期間①における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は無い。 

請求期間②について、Ｂ社の後継事業所であるＣ社に照会したが、請求期間②当

時の社会保険関係の届出、厚生年金保険料控除及び納付状況については不明として

おり、請求者の厚生年金保険の加入等について確認することができない。 

また、Ｂ社に係る事業所別被保険者名簿によれば、請求者は、昭和 43 年７月１

日に厚生年金保険被保険者資格を取得後、昭和 45年１月 11日に同資格を喪失して

いることが確認できる上、請求者は同社で昭和 43 年７月１日に取得した厚生年金

保険被保険者記号番号とは別の記号番号で、昭和 49 年４月１日に同社に係る被保

険者資格を再度取得しているところ、当該記録はオンライン記録と一致し、不自然

な訂正等も見当たらない。 

さらに、請求者は今回の請求に当たり、請求期間②当時の同僚から証言を聞いて

ほしいとのことであったため、当該同僚に文書照会したが回答は無く、証言を得る

ことはできない。 

このほか、請求者の請求期間②における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

請求者が厚生年金保険被保険者として請求期間①及び②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1500028 号 

厚生局事案番号 ： 東北（厚）第 1500024 号 

 

第１ 結論 

請求期間について、請求者のＡ社Ｂ事業所における厚生年金保険被保険者資格の

取得年月日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

請 求 期 間 ： 昭和 45年 10 月１日から昭和 46 年４月 20日まで 

私は、昭和 45 年 10 月から昭和 46 年４月頃まで、季節労働者としてＣ市にあ

ったＡ社Ｂ事業所で働いたが、厚生年金保険の被保険者期間になっていない。 

請求期間を厚生年金保険の被保険者期間として記録し、年金額に反映してほし

い。 

 

第３ 判断の理由 

雇用保険の加入記録、請求者が所持する記念写真及び請求者が名前を挙げた同僚

の証言から、請求者は、請求期間においてＡ社Ｂ事業所に勤務していたことが認め

られる。 

しかしながら、Ａ社は、請求者の勤務記録については資料が無く不明としており、

請求期間当時の状況を確認することができない。 

また、Ｄ企業年金基金は、請求期間当時、Ａ社Ｂ事業所が加入していた厚生年金

基金の記録を調査したが、請求者が同基金に加入した記録は確認できないとしてい

る。 

さらに、オンライン記録によると、請求者が請求期間当時、季節労働者として一

緒に働いていたとして名前を挙げた上記同僚は、請求期間は厚生年金保険に加入し

ておらず、当該期間は国民年金に加入し、国民年金保険料を現年度納付しているこ

とが確認できる。 

加えて、Ａ社Ｂ事業所において、昭和 45 年 10 月及び同年 11 月に厚生年金保険

の被保険者資格を取得し、翌年３月までに資格を喪失した者のうち、所在が確認で



 

きる６人に対して照会を行ったところ、回答が得られた３人のうちの２人は、自身

は正社員であったとし、残る１人は、自身の社員区分は不明としていることから、

季節労働者が厚生年金保険に加入していたことを確認することができない。 

このほか、請求者の請求期間における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者

が厚生年金保険の被保険者として請求期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1500038 号 

厚生局事案番号 ： 東北（厚）第 1500025 号 

 

第１ 結論 

請求期間について、請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月

日の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 昭和 58年６月１日から同年 10月 21 日まで 

   私は、昭和 58 年６月からＡ社に勤務していたが、同社における厚生年金保険

被保険者資格の取得年月日が同年 10 月 21 日とされており、請求期間が厚生年金

保険の未加入期間となっている。 

私が所持している昭和58年分と昭和59年分の給与支払報告書における社会保

険料等の金額を比較しても、請求期間における厚生年金保険料が控除されている

のは明らかなので、昭和 58 年６月１日を資格取得年月日として記録を訂正し、

年金額に反映してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

雇用保険の被保険者記録により、請求者は、請求期間のうち昭和 58 年７月 24 日

からＡ社に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、請求者の雇用保険支給台帳の記録によれば、請求者はＢ社を昭和

58 年５月９日に離職し、同年６月７日に求職申込みを行った後に、同年７月 14 日

から同年７月 23 日まで失業基本手当を受給していたことが確認できることから、

請求者は、請求期間のうち同年６月１日から同年７月 23 日まではＡ社に勤務して

いなかったと考えられる。 

また、請求者は昭和 58 年分と考えられる給与支払報告書を提出しているところ、

同報告書の社会保険料等の金額欄に記載された額は、請求者が昭和 58 年５月 10 日

に厚生年金保険の被保険者資格を喪失したＢ社Ｃ支社及び同年10月21日に被保険

者資格を取得したＡ社における厚生年金保険被保険者期間（昭和 58 年１月から同



年４月までの期間及び同年 10 月から同年 12 月までの期間）の標準報酬月額から算

出した健康保険料及び厚生年金保険料の被保険者負担分の合計額とおおむね一致

しており、当該報告書から請求者が主張する請求期間の保険料が給与から控除され

ていたことを推認することができない。 

さらに、Ａ社は、請求者の勤務期間、厚生年金保険被保険者資格の取得及び喪失

並びに厚生年金保険料控除に係る資料は保管していないと回答しており、請求者の

請求期間に係る勤務状況及び給与の支給内容並びに厚生年金保険の加入手続及び

保険料の控除について確認することはできない。 

このほか、請求者の請求期間における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、 

請求者が厚生年金保険被保険者として請求期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1500068 号 

厚生局事案番号 ： 東北（厚）第 1500026 号 

 

第１ 結論 

   請求期間について、請求者のＡ社における厚生年金保険の標準賞与額の訂正を認

めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和31年生 

    住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 平成16年２月 

②  平成16年８月 

年金記録を確認したところ、Ａ社Ｂ事業所に管理者として勤務していた平成 16

年２月及び同年８月に支払われた賞与が記録されていない。調査の上、当該賞与

を記録し、年金額に反映してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

   請求期間①について、Ａ社は、平成21年に解散し、平成23年に清算結了している

ところ、同社の元代表清算人は、請求者に対して当該期間に係る賞与が支給された

記録は無い上、同社において当該期間に係る賞与支給対象者に対して賞与から控除

した社会保険料の返金を行った際のデータにも請求者に係る記載が無いことから、

請求者に対して当該期間の賞与は支払われていない旨回答している。 

請求期間②について、Ａ社の元代表清算人から提出された請求者に係る平成16

年７月分給与支給時の明細記録によると、請求者に対して請求期間②に係る賞与は

支給されていないことが認められる。 

また、Ａ社の元代表清算人から提出された請求者の平成16年分給与所得の源泉徴

収票により確認できる社会保険料等の金額は、オンライン記録における標準報酬月

額により算出される社会保険料の金額とおおむね一致していることから、請求者が

請求期間①及び②に係る賞与から厚生年金保険料を控除されていたことを推認す

ることができない。 

   さらに、請求者は、請求期間①及び②に係る賞与明細書を所持していないことか



 

ら、請求期間①及び②においてＡ社から賞与を支給され、当該賞与から厚生年金保

険料を控除されていたことを確認できない。 

   このほか、請求者の請求期間①及び②における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者

が厚生年金保険被保険者として請求期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことを認めることはできない。 


